
 
「（1）持続可能な学校数のシミュレーションについて」において用いた数値の根拠は以下のとおりです。  

（１）持続可能な学校数のシミュレーションについて 

 １．諸計画から見た学校施設の維持管理に要する経費について 引用した資料等 

  ・公共施設の更新等に充当可能と見込める１年当たりの財源（約 13.2 億円） 

※端数調整して表示しています。 

 

 

 

 

 

 

 

〇印西市公共施設等総合管理計画 P22 

 

 

 

 

 

 

 

・公共施設の更新等に見込まれる「１年当たりの更新等費用」（約 19.9 億円） 

※約 677 億円÷34 年（2017～2050）≒19.9 億円 

・毎年度の財源不足（約 6.7億円） 

  ※約 19.9 億円－約 13.2 億円 

   

  

〇印西市公共施設等総合管理計画 P24 

令和３年度第６回印西市学校適正配置審議会 【資料１ 補足】 



  ・１年当たりの更新等費用「学校施設」（約 16.4 億円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇印西市学校施設長寿命化計画 P31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・１年当たりの更新等費用「その他の公共施設」（約 6.6 億円） 

 

〇印西市公共施設長寿命化計画 P45 

 

 

 

 

 

 

 



 

 ２．持続可能な学校数について 引用した資料等 

 ・30 年間合計のコスト見通し（約 493 億円） 

 ※もとの幼稚園を含み、船穂小学校及び本埜中学校は含まない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇印西市学校施設長寿命化計画 P31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・※4 もとの幼稚園の更新等費用（約 4.6 億円） 

・※5 船穂小学校の更新等費用（約 7.3 億円） 

・※6 本埜中学校の更新等費用（約 11 億円） 

各施設の延べ床面積に、改修等の種別ごとの㎡基準単価を掛けて試算したもの。 

 

 

  



 

 ３．将来的な児童生徒数の予測による必要な小中学校数について 引用した資料等 

 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・令和 10 年の人口（11 万100 人） 

・令和 12 年の人口（10 万9 千 300 人） 

・令和 12 年の年少人口「0才～14 才」（1 万7 千 400人） 

  うち、小中学生の人数（仮定） 

17,400 人÷15（0 才～14 才）×9（6才～14 才）＝10,440 人 

〇印西市総合計画 P35 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


